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図1　ヨーロッパと米国の比較。米国を1としたと
きの比較群内 EU15カ国の論文数と被引用数。
1993～2002年の ISIデータベースによる。著者が
EU内の複数国にまたがる論文があるため、EU15
カ国の合計には重複がある。米国、EU15カ国とも、
論文数と被引用数は当該年の合計値。
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国政府や企業、財団などは科学に関す

る優先事項や資金拠出を決定しなけ

ればならず、ある国が科学界で占める順位を

判断する能力が重要となってくる。本稿では、

過去 10年を対象に研究投資で得られた研究

業績とその価値（the output and outcomes;

以下、研究成果）を分析し、研究の質を国家単

位で評価するとともに、世界的視野で検討す

る。科学研究の質を評価する方法は数多くあ

るが、十分とされているものはほとんどない。

今回の分析は、1981～ 94年を対象とした

Mayの画期的業績 1を更新、拡張するもので

あり、イギリス科学技術庁（OST）が委託した

1993～2002年の研究2を利用している。OST

研究の目的は、表向きイギリスの科学技術研

究の成績評価という限定的なものであるが、

本稿は成果の判断基準の提供や、他国の研究

成果の分析も行っており、より幅広い関心が

持たれるはずのものである。

　国別の科学の量と質を評価するために分析

したのは、発表された研究論文および総説の

数とその被引用数である。データはすべてト

ムソン ISI（旧称、科学情報研究所）から提供を

受けた。トムソン ISIが索引を作成している科

学誌は8,000誌、36言語にわたり、科学技術

界で重要な資料のほとんどすべてを対象に評

価している。

　この種の計量書誌学的分析で考えられる問

題のひとつは、結果を歪曲している論文があ

りうるということである。たとえば、内容が

疑わしいために被引用頻度が高くなっている

論文もあるであろうし、自らの論文を必要以

上に引用する著者があるかもしれない。しか

し、今回の分析で対象とした論文の数は膨大

で、そのためそのような歪み現象は問題にな

らないと考えられる。大規模な研究所の所長

は、論文への寄与がおおよそ間接的なもので

あっても著者として名を連ねている場合があ

る。しかし、今回の分析で考慮したのは著者

が拠点とする国である。それは著者が働いて

科学に関する国別の影響度
各国が研究支出から得る収穫をデータから分析する。

原文：The scientific impact of nations Nature Vol.430(311-316)/15 July 2004; www.nature.com/nature

各
いる場所であって個人の氏名ではない。さら

に、引用に関する分析は分野間の比較に利用

してはならない。たとえば、医学研究論文は

数学と比較して被引用回数が多い。このため、

分野間にまたがって被引用数を合計してしま

うと、被引用頻度の高い分野が低い分野を目

隠ししてしまうことになる。この問題に関し

ては後で考察する。

　比較した31カ国（比較群）には、G8各国や

2004年の拡大前のEU15カ国が含まれる。具

体的には、イギリス、イタリア、カナダ、ドイ

ツ、日本、フランス、米国、ロシア（以上G8

各国）、アイルランド、イスラエル、イラン、

インド、オーストラリア、オーストリア、オラ

ンダ、韓国、ギリシャ、シンガポール、スイ

ス、スウェーデン、スペイン、台湾、中国、デ

ンマーク、ベルギー、フィンランド、ブラジ

ル、ポーランド、ポルトガル、南アフリカ、ル

クセンブルクである。世界の高被引用論文は

98%以上がこの比較群の国々から発表され

ている。ここでいう高被引用論文とは、分野

別、発表年別の被引用頻度上位 1%というト

ムソン ISIの定義によるものである。これ以外

の全162カ国による高被引用論文は合計して

も 2%に満たない。

上位グループ

表 1に示すのは比較群に関する被引用数の分

析と総論文数であり、これは科学技術の全分

野を対象としている。各被引用論文は著者が

拠点を置く国すべてに 1回ずつ割り振られて

いる。このため論文によっては 2回以上数え

られるものがある。国別論文数の合計が全世

界合計を上回っているのは、国際共同研究の

ためである。国別占有率の合計も同じく

100%を超えている。グループ論文数の集計

（EU15カ国、世界）ではこの点を考慮し、著者

が複数国にまたがる論文の重複分を除外して

正味の合計を正確に算出した。

　表 1の順位は項目ごとの順位の違いがわず

かであり、1981～94年のものに近い1。いず

れの被引用数分析値を用いるかによる影響は

ほとんどない。世界の被引用数の占有率（被引

用数占有率指標）は全分野の被引用数の国別

占有率であり、医学など被引用頻度の高い分

野の被引用数が強く反映されている。米国は

論文数、被引用数、上位 1%被引用論文占有

率で大きく他を引き離しているが、今やEU15

カ国を合わせれば米国を上回る数の論文が発

表されており（図1）、被引用数も接近してきて

いる。イギリスはいずれの被引用数でも第 2

位であるが、論文数では日本がほぼ肩を並べ

ており、被引用数ではドイツとの差がわずか

となってきている。

　1993年から2002年の間に米国の被引用数

占有率が約3%低下している一方、イギリスと

ドイツは上昇している。データ補正後のイギリ

スの占有率は 1993～ 97年には 10.87%、

1997～ 2001年には 11.39%、2001年には

11.6%であった。被引用頻度の最も高い国々

は残りの国々を大きく引き離している。G8各

国はおおむねこの最上位区分に属しているが、

ロシアはソ連の崩壊以来科学への投資が激減

して遅れをとっている。上位7カ国の背後には

北欧の国々が迫っており、北欧としてまとめて

みればこの最上位区分に加わることになる。

　世界の科学界に対する各国の寄与は間違い

なく重要な指標であるが、人口や国内総生産

（GDP）に照らして研究成果を比較するのも有 ➤➤
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意義である。図2は「富裕度」（1人当たりGDP）

と「被引用強度」（単位 GDP当たりの被引用

数）の関係を表している。スカンジナビア諸国

やイスラエル、オランダ、スイスは群内では

小国であるが、いずれもこの指標では上位と

なり、スイスの優位性が際立っている。富裕

度が1人当たり20,600米ドル（スペイン）から

35,800米ドル（米国）までの国々に関しては

被引用強度の広がりが 10倍近くにわ

たり、この範囲では相関がほとんど認

められない。G8のなかで外れた値を示

しているのは、比較群全体の平均被引

用強度を下回っている米国と日本、そ

れに平均を上回っているイギリスであ

る。座標のもう一端の方に目を転ずる

と、GDPが世界第2位の中国、第4位

のインドが、いずれも富裕度、被引用

強度とも低くなっている。

　論文当たりの被引用数はある国の研

究業績がもつ影響度の指標として有用

である。分野ごとに被引用率が異なる

ことによる歪みを是正するため、各分

野の平均に対して規準化し発表年を考

慮に入れることによって、データを再

計算することもできる。こうして作成

されたのが再計算影響度（RBI）の数値

である。表 2が示すのは全分野にわた

る 31カ国の RBIで、1993～ 2002年

の平均値とともに、傾向を表すため

2002年の値も示す。G8各国の中では

米国が首位であるが、やはりイギリス

とドイツがこの期間で急激に差を縮め

ている。米国の RBIはこの期間に小幅

然科学、農学、工学技術、それに社会科学の5

種類に大分類されている。イギリスでは、公

的研究支出を決定するための評価が 68の分

野単位に基づいて実施されている。イギリスで

はなくイングランドを含む 7カ国に関する

Adamsの計量書誌学的分析3はこの単位に基

づいて1988～96年を対象に行われ、68分野

単位が数ブロックに類別されている。さらに、

OSTがイギリス大蔵省から受ける助成金は主

として 7研究会議に分配され、それぞれが政

府と一定の距離を置いて運営されている。

　こうした分類法を考慮し、イギリスの68分

野単位の研究者による科学誌利用の類似性を

踏まえて、OSTの委託先による分析2では臨床

医学、前臨床医学および衛生、生命科学、環

境、数学、生命科学を除く自然科学、それに工

学という 7分類が利用された。

　国別、分野別に分解すると大きなデータ

ベースができ上がるが2、これはレーダーチャー

トで簡潔に表すことが可能である。各分野の

被引用数占有率は研究への影響の尺度となる

ものである。比較のため各国の被引用数全体

の占有率を示した。多角形が大きいほど、その

ここでの分析には全学問分野の5年間の論文数を用いている。1993～97年の発表論文に関して、合計被引用数は2002年
までの累計値である。1997～ 2001年の発表論文も合計被引用数は 2002年までの累計値であるが、発表後の経過時間が
短いため被引用数が少ないと考えられる。
研究支出、要員および教育訓練に関する国際比較を行うためのデータは主として OECDのものである（http://
www.sourceoecd.org/content/html/index.htmの‘statistics’を参照）。『主要科学技術指標(Main Science)』と Basic
Science and Technology Statisticsの2002年版データも利用した。正確さと信頼性については参考文献2で検討されて
いる。Frascati Manual のデータ定義とそのOECDデータ解釈には可能な限り忠実を期した。

表 1　高被引用論文上位 1％の占有率（1997～ 2001年）に基づく国別順位

1993–97 1997–2001 1993–97 1997–2001 1993–1997 1997–2001

United States 1,248,733 37.46 1,265,808 34.86 21,664,121 52.3 10,850,549 49.43 22,710 65.6 23,723 62.76

EU15 1,180,730 35.42 1,347,985 37.12 15,147,205 36.57 8,628,152 39.3 11,372 32.85 14,099 37.3

United Kingdom 309,683 9.29 342,535 9.43 4,502,052 10.87 2,500,035 11.39 3,853 11.13 4,831 12.78

Germany 268,393 8.05 318,286 8.76 3,575,143 8.63 2,199,617 10.02 2,974 8.59 3,932 10.4

Japan 289,751 8.69 336,858 9.28 3,123,966 7.54 1,852,271 8.44 2,086 6.03 2,609 6.9

France 203,814 6.11 232,058 6.39 2,638,563 6.37 1,513,090 6.89 2,096 6.05 2,591 6.85

Canada 168,331 5.05 166,216 4.58 2,315,140 5.59 1,164,450 5.3 2,002 5.78 2,195 5.81

Italy 122,398 3.67 147,023 4.05 1,535,208 3.71 964,164 4.39 1,151 3.32 1,630 4.31

Switzerland 57,664 1.73 66,761 1.84 1,113,886 2.69 647,013 2.95 1,196 3.45 1,557 4.12

Netherlands 83,600 2.51 92,526 2.55 1,335,748 3.22 759,027 3.46 1,111 3.21 1,435 3.8

Australia 89,557 2.69 103,300 2.84 1,078,746 2.6 623,636 2.84 852 2.46 1,049 2.78

Sweden 63,757 1.91 72,927 2.01 1,007,418 2.43 548,112 2.5 748 2.16 930 2.46

Spain 79,121 2.37 103,454 2.85 813,722 1.96 559,875 2.55 467 1.35 785 2.08

Belgium 40,147 1.2 48,010 1.32 574,095 1.39 339,895 1.55 482 1.39 639 1.69

Denmark 31,808 0.95 37,198 1.02 508,183 1.23 295,004 1.34 445 1.29 570 1.51

Israel 41,804 1.25 45,944 1.27 517,027 1.25 293,039 1.33 449 1.3 568 1.5

Russia 121,505 3.65 123,629 3.4 509,105 1.23 315,016 1.43 366 1.06 501 1.33

Finland 28,727 0.86 34,690 0.96 427,873 1.03 250,456 1.14 308 0.89 416 1.1

Austria 26,100 0.78 33,598 0.93 332,145 0.8 218,493 1 250 0.72 383 1.01

China 68,661 2.06 115,339 3.18 392,055 0.95 341,519 1.56 153 0.44 375 0.99

South Korea 26,838 0.81 55,739 1.53 183,122 0.44 192,346 0.88 97 0.28 294 0.78

Poland 34,680 1.04 42,852 1.18 237,622 0.57 155,310 0.71 170 0.49 231 0.61

India 72,877 2.19 77,201 2.13 316,461 0.76 188,481 0.86 112 0.32 205 0.54

Brazil 27,874 0.84 43,971 1.21 211,460 0.51 155,357 0.71 100 0.29 188 0.5

Taiwan 32,620 0.98 45,325 1.25 216,852 0.52 150,743 0.69 91 0.26 151 0.4TT

Rep. Ireland 9,880 0.3 12,779 0.35 104,442 0.25 75,893 0.35 86 0.25 196 0.36

Greece 16,463 0.49 22,333 0.62 128,646 0.31 89,822 0.41 76 0.22 113 0.3

Singapore 9,030 0.27 15,306 0.42 63,288 0.15 55,929 0.25 39 0.11 97 0.26

Portugal 8,102 0.24 13,583 0.37 74,196 0.18 62,814 0.29 43 0.12 96 0.25

South Africa 1,7461 0.52 18,123 0.5 121,598 0.29 67,916 0.31 51 0.15 81 0.21

Iran 2,152 0.06 4,813 0.13 10,706 0.03 12,325 0.06 5 0.01 14 0.04

Luxembourg 300 0.01 430 0.01 2,736 0.01 1,979 0.01 2 0.01 2 0.01

World 3,333,464 106.23 3,631,368 108.94 41,425,399 118.27 21,953,043 122.97 34,982 127.43 38,263 136.5

論文数 被引用数 高被引用論文上位 1％

国 合　計 世界
百分率

合　計 比較群
百分率

（正味合計）

（正味合計）

合　計 世界
百分率

合　計 世界
百分率

合　計 世界
百分率

合　計 比較群
百分率

➤

➤➤

図2　経済的および科学的豊かさの比較。比較群内
31カ国に関して、国別の科学被引用強度（全論文へ
の被引用数と各国GDPとの比として算出）を国別
の富裕度（1人当たりGDP）の関数として表示。GDP
と富裕度は 1995年の購買力平価を利用して単位
1,000米ドルに換算。情報源：トムソン ISI、OECD、
世界銀行。
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な上昇を示していることから、被引用数占有

率が低下している（表1）のは、論文の発表数が

相対的に減少する一方、平均的に質が高いこ

とによるものである。

　現在一般に質の高い論文はすべて英語で発

表されると考えられており、この表の結果は

英語使用による偏りを反映するものではない

と考えられる。しかし、確かな証拠があるわ

けではないが、米国の寄与全体の大きさを考

えると、米国では自国の論文が引用される傾

向が強いために分析結果が歪曲されている可

能性も考えられる。日本とロシアは、科学の

面でほかの主要国と隔離されていることか

ら、特にこのことで伸び悩んだ可能性がある。

分野別の検討

各国政府にとって、国際比較に基づく分野ご

との強さと弱さに関する示唆も必要である。

ひとつの分野についての国家間の比較をする

ことは、ある国のなかで 2分野を比較するよ

りも容易であろう。

　分野の分け方は何通りもある。経済協力開

発機構（OECD）のデータベースでは、医学、自

©2004  NPG Nature Asia-Pacific
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EU15カ国を合わせてもなお分野別レーダー

チャートは米国の方が大きいが、これは生命

科学関係の強さによるところが大きい。EU15

カ国のレーダーチャートは正八角形に近く、

米国と比較して生命科学を除く自然科学と工

学がわずかに強いが、生命科学と医学が弱い。

支出の見返り

Mayによる1997年の分析1では、科学面の研

究業績が政府の研究開発向け支出（国防を除

く）との比較で評価されているが、これは大い

に意見や議論を巻き起こすものであった 4-6。

　この分析で主たる要因とされたのは、高等

教育研究開発（定量的には、その業績とは学位

を取得した研究者の数や論文の本数）、政府に

よる研究開発（一般に高等教育と比べて国家

予算が多く割り振られる）、公的支出による研

究開発（政府と高等教育との和）、高等教育研

究開発の企業支出、それに研究開発向け国内

総支出である。

　研究支出と研究業績（論文数）、研究業績と

その影響との間にはそれぞれ時間差があり、

生産性の理解には多変量モデルが必要となる

可能性があることを認識するのは重要であ

る。また国際的な飛び火現象というものがあ

り、ある国の支出が増加すると別の国、特に

直接的な共同研究を行っている国の研究業績

も増加する場合がある。

　図5はロシアを除くG8各国のデータを重ね

合わせたレーダーチャートである。相対的な

強さと弱さが非対称性となって表れている。

フランスとドイツの六角形は対称的であり、7

カ国の平均に近い。それ以外の六角形は顕著

な非対称性を示している。資金投入量側では

頂点同士が密に重なり合っている。イギリス

は公的研究開発支出が第4位で米国と近く、高

等教育の項目は第6位となっているが、研究成

果の規準化全3項目で首位である。逆に、日本

は公的支出項目が第3位、高等教育が首位であ

るが、研究成果の指標はすべて最下位である。

　上記の評価では公共部門と企業の研究業績

が明らかに区別されていない。これにはたと

えば上記投入量が生成する豊かさの評価が

必要になると考えられるため次項で検討す

る。G7のなかで、高等教育研究開発向けの相

対的企業支出は日本と米国が最も高く、イタリ

アが低い。投入量と成果に関してこのように

重大な不備があることを踏まえてもなお、こ

のレーダーチャートは各国の研究業績の国際

的影響度で評価される支出の対価について示

唆を与えるものである。イギリスは上記各項

目の好成績が際立っており、以下にカナダと

米国が続いている。その理由については改め

て検討する。

　図6のレーダーチャートで比較するのは、強

さを見せる小国を含むEU15カ国と米国、それ

にイギリスである。研究成果の評価ではEUの

影響度が大きさが示されたが、研究開発向け

公的支出当たりの被引用数がほぼ等しいこと

に注目していただきたい。

経済成長の刺激

企業の研究開発活動の指標を考察するのも有

意義である。表3では、企業による研究開発支

出のGDP比に基づいてG8各国を順位付けし

ている。この順位は、研究の影響度順に並べ

た表 1とはさまざまな点で異なっている。特

に、この数値では日本が際立った強さを示し

ており、米国がEU15カ国をはるかに上回って

いる。この重要な指標でイギリスは第 5位に

沈んでいる。

　国家の知識基盤と経済力は高度な教育を受

けた人材を輩出することで維持され発達して

いく。これは持続可能な経済発展の必要条件

であるが十分条件ではなく、インフラ投資を

含む政治的要因とマクロ経済学的要因がとも

に整っていることも必要である。国家の知識

基盤を表す指標のひとつに博士号取得者輩出

数がある（表3）。国家人口で規準化すると、ド

イツとイギリス、フランスがこの指標で米国

を上回り、日本は相対的に下位となる。この

順位を研究者としての常勤被雇用者労働力比

率と比較すると、文化的習慣の大きな違いが

見えてくる（表3）。この指標では日本と米国の

強大な経済力が顕著であり、データが入手可

能なG8各国の中で首位と第2位となってフラ

ンス、ドイツ、カナダ、イギリスを大きく引き

離している。日本の産業界は、定年まで企業

内で働くことを期待して大卒の研究開発要員

を採用し、実務のなかで訓練を積ませる傾向

がある。欧米では、特に工学以外の多くの産

業では、博士号をもつ研究開発要員を雇用す

るほうが一般的である。特に経済下降期には、

博士レベルまでの一般的教育訓練を受けた研

究開発労働力の流動性が高いほうがおそらく

有利であろう。

Country 2002 1993–2002

Switzerland 1.70 1.59

United States 1.48 1.41

Denmark 1.48 1.33

United Kingdom 1.39 1.21

Netherlands 1.39 1.33

Germany 1.33 1.15

Austria 1.24 1.09

Belgium 1.21 1.17

Sweden 1.21 1.25

Canada 1.18 1.13

Finland 1.18 1.20

France 1.12 1.07

Italy 1.12 1.07

Australia 1.09 1.01

Israel 1.09 1.05

Rep. Ireland 1.03 0.93

Spain 0.97 0.89

Luxembourg 0.94 0.82

Japan 0.91 0.90

Portugal 0.82 0.80

Poland 0.76 0.61

South Africa 0.76 0.61

Greece 0.70 0.67

South Korea 0.64 0.61

Singapore 0.61 0.61

Brazil 0.58 0.62

Russia 0.55 0.40

China 0.55 0.51

Taiwan 0.55 0.56

India 0.48 0.40

Iran 0.42 0.44

1993～ 2002年の平均 RBI。世界の RBIを 1とした。
ある年のある分野の論文への被引用数cは発表後の経過
時間 tとともに増加して漸近線c•に近づき、ほぼ指数関
数(1 - c/c•) = exp(-t/t1/2)に従う。ここで t1/2はこの関
数の半減期を表す定数であり、被引用数がc•(1 - 1/e)と
なったときの値である。生命科学の半減期は生命科学
以外の自然科学と比較して短い。1981～2002年に地
質学分野の 30誌に発表された論文の分析 2では、被引
用半減期が 5年とされている。

表2　論文1本あたり被引用数を規準化して算出し
た再計算影響度（RBI）

➤➤

➤ 国が世界の科学界に及ぼす影響度は大きい。

図3は米国を除くG8各国のレーダーチャート

である。米国の被引用数占有率はイギリスの

約 3倍であるため、別途目盛を変えた分野別

レーダーチャートで EU15カ国およびイギリ

スと比較した（図 4）。

　図3から顕著な偏りがいくつか見て取れる。

ロシアは生命科学を除く自然科学と工学が比

較的強く、生命科学が弱い。日本は生命科学を

除く自然科学と工学に強さを示している。フ

ランスは数学が強く、ドイツは生命科学を除

く自然科学の影響度が最も強い。イギリスは

この 7カ国のなかでは医学、生命科学、環境

の影響度が最高であり、数学も上位であるが、

生命科学を除く自然科学と工学はそれほど強

くない。米国とEU15カ国の比較（図4）では、
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　民間部門が公共研究部門に対して 1年間に

行う投資は、企業と高等教育の間の相互作用や

知識移転の指標として有用である。この指標は

今回の分析が対象とする10年間で大きな変化

を示している。比較群の企業投資については、

研究開発向け全公的支出に対する比率が平均

1.8%低下した。イタリアの投資は公的支出に

よる研究開発の比率として3.4%から0.6%に

低下し、ポーランドも大きく低下している。一

方スイスとオランダ、イギリスは大幅に上昇

し、イギリスでは公的支出による研究開発に

対して1995年にわずか6.5%であったものが

現在は11%まで上がっている。これはG8各

国で最高であり、以下カナダとドイツの7%、

フランスの5.5%、米国の3.5%が続いている。

偏った世界

1993～2001年の高被引用論文上位1%にあ

たるもののうち、約84.5%が科学論文被引用

数順位（表1）で第8位までの国々から発表され

ている。これに続く9カ国によるものは13%

あり、それ以外の国の占有率は2.5%である。

第1グループと第2グループの間には、科学に

対する国別の影響度に明らかな差がある。さ

らに、今回の分析対象は世界 193カ国のうち

わずか31カ国にすぎないが、これが世界の高

被引用論文の 97.5%を発表している。

　この対比がもつ政治的意味合いは厳然とし

たものである。今回第29位となった南アフリ

カはアフリカから唯一リストに載った国であ

る。イスラム教圏にはGDPの高い国が多く、

ノーベル賞受賞者のAbdus Salam（物理学賞、

1979年）やAhmed Zewail（化学賞、1999年）7

をはじめ有能な科学者を輩出しているにもか

かわらず、イランが第30位に入っ

ているのみである。

　こうした結果をみて言いたいの

は、競争性の強い世界市場での持続可能な経

済発展には知識の創出への直接的な取り組み

が必要であるということである。健康管理や

水質浄化、公衆衛生、食品、輸送に関して工

学、技術、医学、経営、経済学、社会科学の資

質が必要であるが、これをもたない国が多い。

新興国の研究技術能力に関して国連事務総長

が最近書いた記事 8ではこうしたことに力点

が置かれている。金や石油などの天然資源の

輸出国は技術や知識を輸入することができる

が、それも天然資源が続く限りのことであ

る。そうした国々にとって、持続可能性とは

技術基盤の向上を通じて代替となる農業力

や技術力に投資することを意味するものであ

ろう。

　貧困と依存の連鎖を断ち切るのは、「北」と

「南」と捉えられることが多い、科学力の高い

国と低い国の間での能力構築のみであろう。

しかし、被引用数順位（図 2、表 1、表 2）だけ

では重要な動きが見えなくなってしまうこと

には注意しなければならない。特に今回第19

位の中国や第 22位の

インドのような国々

はこの数年で科学の

基盤が急速かつ効果

的に発達している。イ

ンドの主要な科学大

学は特筆すべき強さ

をもっており、レベル

の高い卒業生を輩出

して国の持続的な経

済成長に大いに貢献

している。バンガロールのソフトウェア産業

にみられるものがその好例である。中国の大

学も高いレベルを維持している。研究基盤へ

の投資と財政支出が増えたことによって、外

国、特に米国で教育を受けた科学者、ときに

は研究を行っていた科学者が祖国に惹き戻さ

れ、世界最高の経済成長率を維持している。両

国では未だこうした発展に科学の研究業績が

追いつく時期ではない。

　研究活動に関しては近年このほかにもいく

つか比較が行われている。四大国際科学賞1や

14科学分野ごとの高被引用研究者上位 100

人 9に基づいて種々行われた研究業績評価の

結果はさまざまである。高被引用研究者評価

では上位1,222科学者のうち815人（66%）が

米国からであり、イギリス（100人）、ドイツ

（62人）、フランス（29人）、スイス（26人）、ス

ウェーデン（17人）、イタリア（17人）の6カ国

を合わせてもわずか251人である。この結果

は研究業績や影響度と対立するものである

が、高被引用論文については一致している。世

界の一流科学者を引き寄せるために米国の一

部の大学や研究所が支払うきわめて高い報酬

が、この格差を存続させている大きな要因で

UK
Germany
Japan
France
Canada
Italy
Russia

図 3　分野別の各国の強さ。7研究分野別および全体の被引用
数の占有率に基づき、米国を除くG8各国の研究の特徴をレー
ダーチャートで示す。原点から各頂点までの距離が被引用数占

有率に比例。医学・生命科学が右側、それ以外の自然科学と数

学が左側である。

全体の被引用数の占有率

臨床医学

前臨床医学
および衛生

生物学

環境

工学

生命科学を
除く自然科学

数学

US
EU15
UK

図 4　米国、比較群内 EU15カ国、イギリスに関する分野別の
強さ。原点から各頂点までの距離が被引用数占有率に比例。

全体の被引用数の占有率

臨床医学

前臨床医学
および衛生

生物学

環境

工学

生命科学を
除く自然科学

数学

1997～ 2001年の平均値で示す。ただし、博士数に関しては 1998～ 2000年のデータのみ。
* 研究者の定義は、OECD/Frascatiに従い、新たな情報や製品、工程、方法、システムの考案や創造に従事する者
およびそれに関連する事業の管理者とした。

† BERDは企業の研究開発費を指す。購買力で調整し、1995年の金額（単位 100万米ドル）として算出。

Japan 65,726 2.12 10,962 0.08 644,208 9.59

US 169,228 1.97 44,955 0.17 1,148,271 8.17

Germany 31,013 1.66 24,940 0.30 238,944 5.93

France 18,186 1.38 10,056 0.17 156,004 5.99

UK 15,048 1.22 11,253 0.19 147,035 5.02

EU 95,733 1.19 6,323 0.18 784,066 5.6

Canada 8,343 1.06 3,871 0.13 90,245 5.88

Russia 6,577 0.72 - - - -

Italy 6,569 0.53 3,494 0.06 69,621 3.09

表 3　民間部門研究開発費と博士号保持者数および研究者数 *との比較

国 BERD† BERDの
対GDP比

博士数 人口 1人当たりの
博士数

常勤研究者数 被雇用者1,000人当たり
の常勤研究者数

➤

➤➤
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あろう。ロシアの若き数学者G Perelmanを

招聘しようという米国の大学群の最近の試

みはこのことを例証している10。欧州各国は、

特に超一流に関しては市場が世界的であり、

創造性のある最高の頭脳を獲得するためには

報酬と条件を引き上げる必要があることを認

識しなければならない。

科学の基盤

上海教育学院は最近、世界の上位500大学の

リストを発表した 11。その順位は、1911～

2002年のノーベル賞受賞者数、高被引用研

究者数、Science、Nature両誌への掲載論文

数、発表論文数、それに以上 4項目の平均を

常勤教員数と比較して決められている。しか

し、いずれの項目にも被引用数と同等の信頼

性がないと思われる。上記5項目の比重を同じ

とすると、上位20大学のうち15大学（75%）

が米国、4大学がイギリス、1大学が日本であ

る。上位40大学に広げても米国が75%を占

めている。上位100大学では、58大学が米国、

31大学がヨーロッパである。イギリスの研究

評価活動（Research Assessment Exercise）は、

イギリスの研究リストの上位を走り他を引き

離している4大学（ケンブリッジ、インペリア

ル・カレッジ、オックスフォード、ユニバーシ

ティ・カレッジ・ロンドン）と、米国と同じく

一流研究者を集中化させる方向性を作り上げ

てきた。

　対照的に、米国とEU15カ国の被引用数を比

較すると（表 1、図 1）、1993年までの数値に

よるMayの分析1以来両者の差が目に見えて

縮まっていることがわかる。生命

科学では依然差があるが、EUは今

や生命科学を除く自然科学、工学、数学で米

国と肩を並べている（図 4）。科学論文被引用

数占有率でイギリスは米国に及ばないものの

第 2位であり、被引用強度は主要国最高であ

る（図 2）。イギリスの現在の強さに関する逆

説的理由のひとつは、1980～95年に科学へ

の公的支出が大幅に削減されたことである。

この削減は科学者多数の反対運動を招いた

が、研究者のなかではある種の創造性がはぐ

くまれ、このとき進められた産業界やEUへの

働きかけが現在結実している。たとえば、イギ

リスの公的研究への企業投資は、公的支出に

よる研究開発との比では世界最高である。ま

た、現在のイギリス政府は財政支援とインフ

ラ再構築に積極的であり、イギリス科学とい

う剪定された植物は再び旺盛な成長を見せて

いる。OSTの科学予算は1997年から2005年

の間に倍増し、2004年7月の時点で、さらに

大蔵省はこの予算について、2008年3月まで

の 3カ年に実質年率平均 5.6%で増加させる

と発表している。これは、2014年には公的研

究開発と企業研究開発の合計をGDPの2.5%

にするという科学技術革新 10カ年戦略 12の

一環である。

　EU主要国ではこのほかドイツの寄与が過

去20年で最も急激に伸び、今や被引用数、高

被引用数とも占有率がイギリスまであと数

パーセントに迫っている。分野別レーダー

チャート（図 3）はドイツとイギリスの科学被

引用数が相補的であることを示している。ド

イツは生命科学を除く自然科学と工学が強

く、医学、生命科学、環境科学に強いイギリス

と住み分けている。

　また北欧各国は被引

用強度が高く（図2）、ヨー

ロッパの科学界で果たし

ている役割を認めること

が重要である。たとえ

ば、ベルギー、デンマー

ク、フィンランド、オラン

ダ、スウェーデン、それに

スイスを合わせると総人

口は 5300万人である

が、1997～2001年には

この国々から高被引用論

文の 12.7%が出されて

おり、イギリス（12.8%）やドイツ（10.4%）に

匹敵する。GDPの合計はイギリスをわずかに

（6%）下回っており、6カ国をひとまとめでみ

た被引用強度はイギリスをしのぐ。

　科学の強力な基盤は豊かさの形成に必ずし

も直接つながるわけではない。たとえば、イ

ギリス科学の基盤の強さはよく知られている

が、それをもとに高等教育－産業界間の知識

移転を伴うハイテク集積地が発達したのはご

く最近のことである。しかし、科学の力はそ

れぞれの国にとっても世界全体にとっても付

加的な利益をもたらすものである。世界的な

テロリズムや病気の流行から地球温暖化の危

機まで、各国政府が科学者に頼らざるを得な

いような脅威は次々と出現している。 ■
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図5　投入資金と科学における研究成果との比較。G8各国
の研究の特徴をレーダーチャートで示す（ただし、相当す

る経済学的データの入手できないロシアは除く）。データ

は正六角形で示す7カ国の平均値で規準化した。HERDは
研究開発用高等教育向け支出を指す。

Inputs Outputs/outcomes

単位GDP当たり被引用数

研究者 1人
当たり論文数

研究者
1人当たり
被引用数

単位HERD当たり被引用数

公的支出による
研究開発費の
対GDP比

高等教育
研究開発費の
対GDP比

US
EU15
UK

Inputs Outputs/outcomes

研究者 1人
当たり論文数

研究者
1人当たり
被引用数

単位HERD当たり被引用数

公的支出による
研究開発費の
対GDP比

高等教育
研究開発費の
対GDP比

図 6　EU15カ国、米国、イギリスについて図 5と同じ方法
で規準化。HERDは研究開発用高等教育向け支出を指す。

単位GDP当たり被引用数
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